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「施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅰ及び処遇改善等加算Ⅱについて（通知）」新旧対照表              （別紙） 

改正後 改正前 

府 子 本 第 7 6 1 号 

２文科初第 643 号  

子 発 07 3 0 第 ２ 号  

令和２年７月 30 日  

 

［最終改正］ 府子本第３６８号  

２文科初第 1966 号  

子 発 0324 第 11 号 

令和３年３月 24 日  

 

 

各 都道府県知事 殿 

 

 

内閣府子ども・子育て本部統括官  

（公印省略） 

 

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 長 

（公印省略） 

 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 長 

（公印省略） 

 

 

施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅰ及び処遇改善等加算Ⅱについて 

 

 

特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型

保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等（平

成 27 年内閣府告示第 49 号。以下「告示」という。）の実施に伴う留意事項として、

「特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項につ

いて」（平成 28年８月 23日付け府子本第 571号・28文科初第 727号・雇児発 0823第

１号）別紙１から別紙９までにおいて「別に定める」こととしている処遇改善等加算

Ⅰ（以下「加算Ⅰ」という。）及び処遇改善等加算Ⅱ（以下「加算Ⅱ」という。）

府 子 本 第 7 6 1 号 

２文科初第 643 号  

子 発 07 3 0 第 ２ 号  

令和２年７月 30 日  

 

 

 

 

 

 

 

各 都道府県知事 殿 

 

 

内閣府子ども・子育て本部統括官  

（公印省略） 

 

文 部 科 学 省 初 等 中 等 教 育 局 長 

（公印省略） 

 

厚 生 労 働 省 子 ど も 家 庭 局 長 

（公印省略） 

 

 

施設型給付費等に係る処遇改善等加算Ⅰ及び処遇改善等加算Ⅱについて 

 

 

特定教育・保育、特別利用保育、特別利用教育、特定地域型保育、特別利用地域型

保育、特定利用地域型保育及び特例保育に要する費用の額の算定に関する基準等（平

成 27 年内閣府告示第 49 号。以下「告示」という。）の実施に伴う留意事項として、

「特定教育・保育等に要する費用の額の算定に関する基準等の実施上の留意事項につ

いて」（平成 28年８月 23日付け府子本第 571号・28文科初第 727号・雇児発 0823第

１号）別紙１から別紙９までにおいて「別に定める」こととしている処遇改善等加算

Ⅰ（以下「加算Ⅰ」という。）及び処遇改善等加算Ⅱ（以下「加算Ⅱ」という。）
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改正後 改正前 

（以下「処遇改善等加算」と総称する。）に係る取扱いを下記のとおり定めたので、

通知する。 

本通知では、「平成 30 年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成 30 年 12 月

25 日閣議決定）を踏まえ、本通知に基づく都道府県の事務の実施を希望する市町村へ

の権限委譲や加算Ⅱの配分方法の更なる緩和を講じるとともに、「子ども・子育て支

援新制度施行後５年の見直しに係る対応方針について」（令和元年 12 月 10 日子ど

も・子育て会議取りまとめ）を踏まえ、処遇改善等加算の賃金改善の起点を前年度と

し、計画・実績報告の手続の簡素化を図っている。そのほか、「令和元年の地方から

の提案等に関する対応方針」（令和元年 12 月 23 日閣議決定）を踏まえ、加算Ⅰの加

算率の認定に係る職員の経験年数について、年金加入記録等による推認が可能である

ことを明確にする措置を講じている。 

また、「待機児童解消、子どもの貧困対策等の子ども・子育て支援施策に関する会

計検査の結果について」（令和元年 12 月 20 日会計検査院報告）を踏まえ、処遇改善

等加算による賃金改善に要した費用について、前年度の加算額に係る残額の支払分を

除くことについて明確化を図っている。 

各都道府県知事におかれては、これらの趣旨を十分に御了知の上、管内の市町村に

対して遅滞なく周知するようお願いする。 

なお、本通知は、令和２年４月１日以降に支給された処遇改善等加算から適用す

る。これに伴い、「施設型給付費等に係る処遇改善等加算について」（平成 27年３月

31 日付け府政共生第 349 号・26 文科初第 1463 号・雇児発 0331 第 10 号。以下「旧通

知」という。）は廃止する。ただし、令和２年３月 31日までに支給された処遇改善等

加算の取扱いについては、なお従前の例によるものとし、平成 31年４月１日から令和

２年３月 31日までの間に支給される処遇改善等加算に係る賃金改善実施報告書の様式

（旧通知別紙様式４及び別紙様式７）については、従前の様式に代えて、別紙様式５

（令和元年度用）及び別紙様式７（令和元年度用）を用いることとする。 

 

記 

 

第１～第７ ［略］ 

 

別表（第５の１関係） ［略］ 

 

 

 

 

（以下「処遇改善等加算」と総称する。）に係る取扱いを下記のとおり定めたので、

通知する。 

本通知では、「平成 30 年の地方からの提案等に関する対応方針」（平成 30 年 12 月

25 日閣議決定）を踏まえ、本通知に基づく都道府県の事務の実施を希望する市町村へ

の権限委譲や加算Ⅱの配分方法の更なる緩和を講じるとともに、「子ども・子育て支

援新制度施行後５年の見直しに係る対応方針について」（令和元年 12 月 10 日子ど

も・子育て会議取りまとめ）を踏まえ、処遇改善等加算の賃金改善の起点を前年度と

し、計画・実績報告の手続の簡素化を図っている。そのほか、「令和元年の地方から

の提案等に関する対応方針」（令和元年 12 月 23 日閣議決定）を踏まえ、加算Ⅰの加

算率の認定に係る職員の経験年数について、年金加入記録等による推認が可能である

ことを明確にする措置を講じている。 

また、「待機児童解消、子どもの貧困対策等の子ども・子育て支援施策に関する会

計検査の結果について」（令和元年 12 月 20 日会計検査院報告）を踏まえ、処遇改善

等加算による賃金改善に要した費用について、前年度の加算額に係る残額の支払分を

除くことについて明確化を図っている。 

各都道府県知事におかれては、これらの趣旨を十分に御了知の上、管内の市町村に

対して遅滞なく周知するようお願いする。 

なお、本通知は、令和２年４月１日以降に支給された処遇改善等加算から適用す

る。これに伴い、「施設型給付費等に係る処遇改善等加算について」（平成 27年３月

31 日付け府政共生第 349 号・26 文科初第 1463 号・雇児発 0331 第 10 号。以下「旧通

知」という。）は廃止する。ただし、令和２年３月 31日までに支給された処遇改善等

加算の取扱いについては、なお従前の例によるものとし、平成 31年４月１日から令和

２年３月 31日までの間に支給される処遇改善等加算に係る賃金改善実施報告書の様式

（旧通知別紙様式４及び別紙様式７）については、従前の様式に代えて、別紙様式５

（令和元年度用）及び別紙様式７（令和元年度用）を用いることとする。 

 

記 

 

第１～第７ ［同左］ 

 

別表（第５の１関係） ［同左］ 

 


